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令和２年度当初予算一般会計の状況
【歳入】 〔歳入総額　1,020億円〕

【歳出】 〔歳出総額　1,020億円〕

《款　別》 《性質別》

市税
（308.5 億円）
30.2％

国庫支出金
（177.7 億円）
17.4％

地方交付税
（172.0 億円）
16.9％

市債
（100.9 億円）

9.9％

県支出金
（97.7 億円）
9.6％

交付金
（63.2 億円）
6.2％

地方譲与税
（７.9億円）
0.8％

人件費
（152.7 億円）
15.0％

扶助費
（290.6 億円）
28.5％

民生費
（418.5 億円）
41.0％

総務費
（120.5 億円）
11.8％

教育費
（102.6 億円）
10.1％

公債費
（93.7 億円）
9.2％

衛生費
（92.0 億円）
9.0％

農林水産業費
（35.9 億円）
3.5％

消防費
（43.1 億円）
4.2％

商工費
（26.3 億円）
2.6％

災害復旧費
（6.5 億円）
0.6％ 議会費

（5.9 億円）
0.6％ その他

（2.6 億円）
0.3％

土木費
（72.6 億円）
7.1％

繰出金
（124.2 億円）
12.2％

補助費等
（72.4 億円）
7.1％

維持補修費
（23.4 億円）
2.3％

その他
（20.7 億円）
2.0％

物件費
（110.7 億円）
10.9％

投資的経費
（131.7 億円）
12.9％ 公債費

（93.7 億円）
9.2％

自主財源
（400.7 億円）

39％

依存財源
（619.3 億円）

61％

義務的経費
（536.9 億円）
52.6％

その他の
経費

（483.1 億円）
47.4％

繰入金
（26.2 億円）
2.6％

諸収入
（25.3 億円）
2.5％

使用料及び手数料
（18.2 億円）
1.8％

分担金及び負担金
（5.2 億円）
0.5％

寄附金
（15.0 億円）
1.5％

その他
（2.3 億円）
0.2％

　２月定例会は 27 日に開会し、３月 24 日に閉会しました。当初予算９件、補正予算 9 件 ( 当初予
算の補正１件含む )、条例 21 件、一般８件、人事２件の計 49 議案をすべて可決・同意しました。
　令和 2 年度の一般会計当初予算は前年度に比べ 36 億円増の１，０２０億円となりました。

令和２年度の重点政策

令和２年度の予算

①暮らしやすさに磨きをかける
②都市の魅力を高め人を惹きつける
③多様な人材で強い経済をつくる

◆人づくり革命の実現や地方創生の推進、地域社会の維持・再生、防災・減災対策等の重要課
題に取り組みつつ、安定的に財政運営を行うことができるよう、地方一般財源総額について、
前年度と同水準を確保することとされている。

◆経済状況については、雇用・所得環境の改善が続く中で、緩やかな景気の回復基調が続いて
おり、観光・農林水産業をはじめとした地方創生の取組を着実に推進することにより、人口
減少問題の克服と地域経済の活性化を図っていく必要がある。

◆健全な財政運営に配慮しつつ、限られた財源を最大限に活用し、人口減少問題の克服や地域
経済の好循環の確立につながる取組を積極的に進めるとともに、市民の皆様が幸せを実感で
きるまちづくりに重点を置いた予算編成を講じている。

背　  景背　  景

令和２年度の予算総額
会　　計 予算額 増　　減（前年度比）
一般会計 １，０２０億円 ＋３６億円（＋３．７％）

特
別
会
計

国民健康保険 ２６８億７，８００万円 △４億５，１００万円（△１．７％）

国民健康保険診療所 １億１，３００万円 ＋９００万円（＋８．７％）

後期高齢者医療 ３４億６，８００万円 ＋１億４，１００万円（＋４．２％）

企
業
会
計

自動車運送事業
（市営バス） １２億９，１００万円 △３，０００万円（△２．３％）

水道事業 ７０億８，２００万円 ＋４億９，４００万円（＋７．５％）

工業用水道事業 １，９００万円 △１００万円（△５．０％）

下水道事業 １４９億９，４００万円 ＋１４億１，８００万円（＋１０．４％）

富士大和温泉病院事業 １７億３，７００万円 △７００万円（△０．４％）

※ 端数処理のため、増減率が一致しない場合があります。

　新たに策定した「第 2 期佐賀市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の、3 つの柱を基
本目標として、持続可能なまちづくりを進めていく。
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52.6％

その他の
経費

（483.1 億円）
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※端数処理のため構成比が一致しない場合があります。


